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I はじめに
（1）同郷者集団研究と同郷者メディア
松本（1969，1971）にはじまる一連の日本における同郷者集団研究は，同
郷団体を地方出身者の移住に介在する都市内部の結節として捉えてきた。例え
ば，同郷団体の構成を都市移住の一形態とみなす考え方（山本，2000）や，
常に複雑に変容している都市の社会的文脈を踏まえた多彩な同郷団体のヴァリ
エーションへの言及（湯浅，2000）が提示されてきた。これらの視点は多様
なライフスタイルや社会関係の中で生活する地方出郷者にとっての都市移住，
そして定着の適応装置という同郷団体の意義を明らかにしてきたといえる（松
本・丸木，1994）。
1980年代後半から急激に増大した「ニューカマー」と呼ばれる外国人労働
者の渡日と定着に対して，多くの人文・社会科学が関心を向けた。これに伴
い，都市への「オールドカマー」である地方出郷者研究もエスニック集団研究
との親和性に注意しながらなされるようになっていった（新原，1995；鰺
坂，2005）。冨山（1990）や桃原（2000）は近代国民国家とそれに基づく労
働市場に組み込まれ，他者化や労働力として規律化を経験していく標識として
の「沖縄人」を明らかにした。だが，近代化の過程で相互扶助的な同郷者結合
の形をとって生み出された同郷団体は，決して自然発生による本質的なもので
はない（山口，2002）。
成田（1998）は国民国家を想起する形で「故郷」が出郷者の視野の中で構
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築されていったことを明示した。その過程において重要な役割を果たしたのが
同郷団体とその出版雑誌であった。同郷団体の機関誌は「故郷」を表象するな
かで「故郷」の空間を規定し，また郷土の偉人や名所を大々的に記述すること
で同郷意識を強化していく役割を果たした。これは同郷団体の機関誌のみなら
ず，20世紀前半の同窓会誌にも認められる特徴である（川村，2003）。加え
て，同郷者を読者として想定した出版メディアも同郷団体の活動や同郷者間の
紐帯形成において極めて重要な役割を果たした。冨山（1990）は沖縄出身者
の規律化に大いに関わった層として同郷者内部の「疑似エリート層」を例示し
たが，彼らが同郷者に対して持論を訴える場としたのが同郷者メディア（1）で
あった。
（2）エスニック・メディア研究との交差
同郷者メディアを考察する上で無視することができないのが，近年多く蓄積
されてきた複数のエスニック・メディア研究である。近代都市は多様な民族集
団や階層の混在した複合社会を形成する。その複合的な都市を媒介として，し
ばしばエスニック集団など「異質」なものは多数派社会からラベリングされ
（西澤，1996），「マイノリティ」として生み出されていく。町村（1994）はそ
うした「人間の空間的移動によって生み出された人種民族的マイノリティが自
前の言葉を求めて作り出すメディア」としてエスニック・メディアを定義し
た。
エスニック・メディアの研究自体は古くからあり，シカゴ学派社会学者とし
て知られる Park（1922）の 20世紀初頭前後のアメリカにおける移民新聞研
究がその代表的な先駆である。パークの研究は当時の移民らに対して当然なさ
れるべきと考えられていたアメリカ社会への同化について，移民新聞が否定的
な影響をもたらすのではないかという議論に応える形でされたものである。興
味深いことに，パークは移民らのアメリカ社会への同化に効率的な寄与を果た
すという結論を導き出している（町村，1993，1994；藤田，2002）。
だが現在，それは単なる多数派社会への同化をもたらすものとしてだけでは
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なく，出身地を基盤とするアイデンティティの構築や維持・強化を伴うエスニ
ック・ネットワークの形成など，多様な機能や形態を示すものとしてエスニッ
ク・メディアは考えられている（白水，2004）。例えば，玄（2000）や藤田
（2004）は移住先での適応を助ける情報源としてのエスニック・メディアの役
割に言及しつつ，一方で同郷者同士のコミュニティ形成やアイデンティティ構
築に関与する社会的機能の重要性を指摘している。
白水（1998）は第 2次世界大戦以前のハワイ在住沖縄系移民の事例から，
コミュニティ・リーダーが同郷者メディアに参画し，同郷者を糾合する運動を
メディア上で繰り広げたり，世論先導を試みたりすることを示した。同じハワ
イにおける戦間期の華人社会を扱った中野（2006）は，複数の同郷団体によ
るエスニック・メディアの発行と出身地の政治に巻き込まれた諸同郷団体の対
立の存在を提示した。決して一枚岩ではないエスニック集団内部の様々な階層
の存在やイデオロギー対立がエスニック・メディアを介在して露呈し得るので
ある（朴，2000；白水，2004）。エスニック・メディアは同郷団体との間に密
接な関係性を有しながら，それぞれに同化志向が強調されたり，同郷性やエス
ニシティが強調されたりと，その主張の方向性は多様に現れる。近年では移住
地と出身地のどちらからも距離を置き，脱領域化した「場所」として人的ネッ
トワークの接合を果たす役割も無視できなくなっている（町村，2006）。エス
ニック・メディアの生成と変遷それ自体が，移民集団のホスト社会との接触を
通して顕在化した対応の過程なのである。従って，同郷団体同様に 1つの適
応機能を果たすものとしてエスニック・メディアを捉えることができよう。
以上のエスニック・メディア研究の知見を踏まえ，本稿では日本「本土」へ
移住した奄美出身者の同郷者メディアを取り上げて，その機能や同郷団体との
関係性を検討する。そして，国民国家・日本の境界地としての奄美という文脈
を考慮した上で，同郷者の紐帯を表象する一形態として同郷者メディアを位置
付け，その役割と特徴を時系列的な整理を通して把握することを主たる目的と
する。そこで，奄美出身者向けの同郷者メディアとして最も歴史が古く，1925
年の創刊から休刊期をはさんで 1991年まで発行された『奄美大島』と，奄美
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出身者の同郷団体活動が盛んな阪神地方で現在発行されているメディアのなか
で有力な『奄美通信』と『徳之島新聞』を事例として用いることとする。
II 戦前・戦中期における奄美出身者の同郷者メディア
（1）月刊誌『奄美大島』の創刊
奄美諸島はかつて琉球王国の版図にあったものの 17世紀には薩摩藩によっ
て征服され，圧制下で過酷な搾取を受けた。明治維新後も地域内での自給自足
経済が確立されなかった奄美諸島では，労働力過剰が慢性化して多くの移住者
を日本「本土」各地に出すこととなった。とりわけ，1920年代に国際的な糖
価暴落の影響で沖縄とともに陥った不況は「そてつ地獄」と称され，経済的困
窮をより深刻にすると同時に，さらなる出移民を生み出した。彼らの移住先と
なったのは主に九州北部の産炭地，阪神地方や京浜地方，それに中京地方など
の工業地帯であった（西村，1993）。
移住地では同郷者の増大に伴って 1920年代頃から同郷団体の設立が盛んに
なされていった。それに呼応する形で
1925年，鹿児島在住の沖永良部島出身
者が代表を務める奄美大島社によって月
刊誌『奄美大島』（以下，『奄美』）が発
刊された（第 1図）。その後，1927年 7
月に誌名と出版社名がそれぞれ『奄美』
と奄美社に変更され，戦前・戦中期は
1944年まで発行が続けられた。これが
奄美出身者の同郷者メディアの先駆であ
る。創刊号には以下の通り，創刊の目的
が述べられている。
わが郷土大島のことと本土在住同胞
の消息を傳へようということが，
第 1図 『奄美』創刊号（1925年 12
月号）の表紙
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「奄美大島」の目的である。奄美の諸問題に関し郷土の諸者及關係者の意
見を発表し併せてその動靜を傳へんと，するものである。（中略）大島の
眞相はまだよく知られてゐない。鹿兒島でさへも大島がよく諒解されてゐ
ないため不利の立場におかれることが往々ある。そこで本誌は鹿兒島の人
にも廣く讀んで貰ひ，よく大島を知らせる役目を勤めたいと期するもので
ある。
ここから，『奄美』は奄美諸島と出身者との結節としての役割に加えて，「本
土」に向けて奄美出身者への理解を求める役割を担うことを目指していたこと
がうかがえる。例えば，同じ創刊号には福岡で開かれた陸海軍関係者の講演で
「（奄美大島の住民は）日米戦争のある際，何処につくかといへば，われ等は米
國に加担すると公言してゐる」という内容の発言があったことに触れ，そのこ
とが事実に反するという旨の記事が「出鱈目な大島観」という見出しで掲載さ
れている。また，1926年 1月号の「大島郡民は決して惰民ではない」と題さ
れた記事では，深刻な経済的困窮の中にあった当時の奄美経済について，その
要因にたびたび住民の「怠惰性」が挙げられることに異議が唱えられている。
これらはいずれも，「本土」における奄美出身者への偏見や他者化の経験に対
する反応として考えられよう。
1927年に内務省警保局が各道府県からの報告をもとに作成した『新聞雑誌
社特秘調査』によると，『奄美』は鹿児島県内を中心に 1300の発行部数を有
していた。当時の地方新聞や雑誌は政友会や民政党，さらには無産政党等への
支持や共感を鮮明に打ち出す傾向が強かったとされる。だが，同調査の報告で
は『奄美』の記事内容と発行者はともに特定政党を支持するものではなく，
「中立」であったと記録されている（内務省警保局，1979）。なお，奄美大島
社の創始者・武山宮信は小学校教諭を退職後，鹿児島新聞社や時事通信社等の
記者を経て鹿児島朝日新聞社鹿児島市南部支局長に就いていた人物である（武
山，1976）。彼は後に沖永良部島出身者の同郷団体である鹿児島沖洲会の会長
を務めた。
６９奄美出身者と同郷者メディア
（2）『奄美』と同郷団体
『奄美』の構成は当時日本の統治下にあった朝鮮，台湾，樺太を含む国内各
地の奄美出身者や奄美諸島住民による投稿，そして特派員による取材記事を中
心としていた。同郷者向けに寄稿者が持論の表明や提唱をするものも多く，
「本土」在住奄美出身者の大半を占めた工場地帯や炭鉱の底辺労働者よりも，
いわゆるエリート層が記したと思われる記事の方が目立つ。そのため，同郷の
名士とされたエリート層を中心に形成されていった同郷団体に関する記事が顕
著である。
また，毎号必ず「郡人消息」という項目で各地の有力な同郷者の動向が掲載
され，同郷団体の取材報告や行事予定が誌面を埋めていた（2）。奄美出身者が
多く移住した地域の「郷土人士」を紹介する特集が組まれることもあり，大阪
特輯号（1926年 9月号），神戸特輯号（1926年 10月号），長崎特輯号（1927
年 7月号），台湾特輯号（1932年 4月号），阪神特輯号（1934年 11・12月合
併号）などが不定期に発行された（第 2図）。特に奄美出身者が多く暮らす阪
神地区には 1926年に奄美社の支局が置かれた。当時活動していた同郷団体の
なかには機関紙を発行している団体もあったが，筆者の管見の限り，戦前・戦
中期に発行されたもので現存するもの，あるいは継続して現在も発行されてい
るものは見当たらない。従って，この時期の奄美に関連する同郷団体機関紙が
どのような性格を有していたのかは不明である。ただ『奄美』誌上において，
機関紙発行の有無に言及する記事が認められるのみである（3）。
寄稿者や読者の層が同郷団体の中核にあたる人々であったことから，『奄
美』は各地の同郷団体や奄美諸島住民相互の情報交換の場としての機能を果た
していた。とりわけ郷土人士を扱う記事では同郷の成功者の逸話を紹介し，立
身出世主義に立脚した同郷者の生活改善を提唱するものが多数見られた。なか
でも工場地帯や産炭地で底辺労働力として就労する同郷者に対して，労働者と
しての規律化や「標準語」習得の必要性など「修養」を説く記事が顕著であっ
た（中西，2007）。それらは当時の同郷団体の志向性とも密接に関わっている
ものだが，その意見を発する世論先導の場として同郷者メディアが位置づけら
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れていたことがうかがえる。
だが，1930年代も半ばを過ぎると日本軍の戦局に関する記事が増え始め，
日本の同盟国・ドイツのナチス党大会の写真が表紙に用いられることもあった
（第 3図）。1940年代には奄美出身の戦死者の「忠魂」を称える記事が支配的
になっていき，翼賛体制に迎合的な軍事色の強い雑誌へと傾斜していった。国
家総動員法で民間団体の自由な活動が規制され，各地の同郷団体活動が停滞す
ると同郷団体関連記事に割かれる紙幅も限られていった。そして，『奄美』は
1944年に印刷用紙不足等の影響で突然の休刊に至り，奄美出身者の同郷者メ
ディアの発行は一時途絶えることとなる。
第 3図 『奄美』1940年 2月号の
表紙
ニュルンベルクにおけるナチス党
大会の写真が掲載されている。
第 2図 『奄美』大阪特輯号（1926
年 9月号）の表紙
関西大島郡人会大会の写真が掲載
されている。
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III 戦後の『奄美』
（1）終戦直後の同郷者メディア
第 2次世界大戦が終結してからも，しばらく「本土」在住奄美出身者の同
郷者メディアの存在は確認されなかったが，1946年 4月にそれまで休刊して
いた『奄美』が復刊する（4）。これが第 2 次世界大戦後に確認できる最初の
「本土」在住奄美出身者向けの同郷者メディアである。だが，同年 2月に GHQ
によって北緯 30度以南の沖縄，小笠原，そして奄美の各地域が「本土」から
行政的に分離され，「本土」との相互の渡航が制限されたことが『奄美』の性
格に大きな影響を及ぼすようになる。復刊第 1号の「本誌の新使命」と題さ
れた復刊の辞では，
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郷土わ既に失ひました。從來は自由に郷土の状況を報じ發展を論じたが，
今日は既に國境を異にしたる以上，勝手に之を報道論評することは許され
ぬものと心がけてをり，奄美そのものも亦自由には郷土を訪れることが出
マ マ
來ないものと察してをります。そで從來の使命「郷土郷人機關」は單に
「郷人機關」と變り，「離郷同胞機關」として進むことに致します。（『奄
美』1946年 4月 1日号）
と述べられている。復刊に伴って月刊誌から旬刊紙へ移行した『奄美』は，復
刊時から「本土」在住奄美出身者の結集と団体の組織化を訴えた。当時，「本
土」では食料品や生活物資，そして制限されていた奄美への渡航許可を得るこ
とを目的とする同郷団体が，奄美出身者の集住地区の存在する兵庫県下を中心
に結成されて活動していた。『奄美』は当初奄美連盟に代表されるこれらの活
動を「この全國的たること，事業をも兼ねることは，誠に結構なこと」（『奄
美』1946年 4月 10日）と肯定的に評価し，全国的な同様の同郷団体の再構
成を提唱していた。
だが，この時期，各地で奄美出身者の同郷団体が乱立する様相を呈し，沖縄
出身者を巻き込んだ形で配給物資の利権を巡る抗争さえ発生するような状況に
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なっていた（冨山，1990；大橋，2005）。これらの団体のなかには機関紙を発
行して活動内容や存在意義についての主張を発表するものも現れた。例えば，
前述の奄美連盟の後身で兵庫県内の最も有力な同郷団体であった奄美連合兵庫
県連合会は『兵庫奄美』という機関紙を発行し，その活動の全国的な展開を誇
示したり，さらなる同郷者の結集を呼びかけたりしている（第 4 図）。『奄
美』はこのような同郷団体の乱立や利権を巡る紛争を受けて，1946年 10月
に「『奄美聯盟』の名称は，第三国人と誤解され易く，何だか強壓感を伴ふ如
く思はれてゐる」（『奄美』1946年 10月 15日）という否定的な見解を掲載す
るに至った。このような『奄美』の主張は，各同郷団体の再編が進み，奄美連
盟と名乗っていた団体が奄美連合となって全国的な連携を取り始めた 1947年
第 4図 『兵庫奄美』第 5号（1947年 9月 10日発行）
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頃まで続くこととなる。この背景には，同じく「連盟」という名称を用いて活
動していた当時の朝鮮半島や台湾を出自とする人々の団体への否定的な感情が
露呈していたと指摘できる。
（2）「復帰運動」への関与
アメリカ軍政下の奄美諸島は 1946年 2月 2日から「本土」から行政分離さ
れていたが，1951年 9月に締結されたサンフランシスコ講和条約の結果，1952
年 4月の条約発効後もアメリカの信託統治領として軍政が継続することが決
定した。これに前後して，終戦後に結成，または再結成された各地の同郷団体
を中心に奄美諸島の「本土復帰運動」が展開された。この「本土」在住奄美出
身者が関わった「復帰運動」に奄美社も大きく関与していたのである。
「本土」での「復帰運動」は米軍による監視下にあった奄美諸島での運動に
先行して 1950年から始まった。特に，1951年半ばと 1952年の末は大規模な
集合行為が盛んに開かれた。前者は既に挙げた講和条約締結を控えていた時期
であったことに起因するのに対し，後者はいわゆる二島分離報道への反応とし
て起こったものである。二島分離報道とは 1952年 9月末に毎日新聞と南海日
日新聞が，期待された早期の奄美返還は徳之島以北に限られ，北緯 27度半以
南の沖永良部島と与論島は沖縄と共に信託統治が継続されると記した報道のこ
とである。このうち，1952年 9月 30日の南海日日新聞は「きのう鹿兒島奄
美社から同社大島支局に入った情報によると奄美大島の日本復帰は大島本島喜
界島徳之島以北に限定され行政権が返還される模様である」と，情報源に奄美
社を示して報道している。
当時，奄美社の武山社長が会長職に就いていた鹿児島沖洲会はこの情報をも
とに緊急総会を開き，奄美諸島全島の返還を求める運動を行なうことを決定し
た。武山は彼と同じ沖永良部島出身者の同郷団体である神戸沖洲会へも即座に
連絡した（京田，2000）。神戸は沖永良部島出身者をはじめ多数の奄美出身者
の暮らす地域である。この連絡を受けて，大阪在住者も含めた阪神地方在住の
奄美出身者による奄美諸島全島の施政権返還を求める集合行為が 1952年 10
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月に兵庫県内で 2度開催された。その際には沖永良部島の 2町の町長も集会
の会場に足を運んでいる。
現在，二島分離報道は誤報であったとされ，結果的に奄美諸島は 1953年 12
月に全島同時にその施政権が日本政府に返還された。だが，そこに至るまでの
「復帰運動」の展開に奄美社はかなり深く関係していた。また，奄美社の代表
が鹿児島における同郷団体の中心的役割を果たしていたことからも，同郷団体
との関係性も極めて密接であったことがうかがえる。
（3）奄美返還後の『奄美』
戦前期の『奄美』は同郷者の生活改善を，第 2次世界大戦直後は同郷者の
結集と「復帰運動」をそれぞれ訴える傾向が強かった。一方，奄美返還後はま
ず「本土」と奄美諸島を結ぶ交通網，特に海上航路の整備を訴える論調が多く
認められた。これは関西の同郷団体を中心に展開された航路改善運動が活発化
する 1960年代に顕著となった。この時期，読者からの寄稿も航路問題に触れ
たものが少なからず掲載されている（例えば，『奄美』1967年 8月 1日）。だ
が，この問題に対して奄美社が「復帰運動」期にみせたように何らかの行動を
取るといったことはなかった。ただ，同郷団体による行政への陳情を記事に載
せたり，航路問題に関する議論に紙幅を割いたりするに留まっている。
その他，『奄美』は沖縄在住奄美出身者の「公民権運動」に関する特集を 1960
年代に組むこともあった（『奄美』1962年 2月 1日）。沖縄に先行して奄美が
返還されたことで，奄美返還後も沖縄に残った奄美出身者は法的に外国人とし
て扱われ，それまで有していた選挙権や土地所有権を奪われて金融機関からの
融資も禁止された。この様々な餝奪に対して奄美出身者が沖縄で奪われた権利
の回復を求めて，現状に異議を申し立てる運動を行なったのである。この運動
は同時代のアメリカにおける運動と重ね合わせて「公民権運動」と呼ばれた。
『奄美』では 1962年に沖縄奄美会の要望を掲載し（『奄美』1962 年 9 月 21
日），以後も 1965年の沖縄在住奄美出身者による公民権獲得嘆願署名活動な
どを大々的に取り上げている（『奄美』1965年 8月 21日）。奄美出身者の権
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利獲得運動の様子を『奄美』は「本土」
各地の同郷者に向けて発信したのであ
る。
『奄美』は A 3版 1枚の 2ページ構成
ながら旬刊紙として毎月 3 回の発行を
1991年まで続けた。記事の内容は主に
同郷団体の行事に関するものが中心で，
毎号「各地同郷会」というコーナーが設
けられ，全国各地の同郷団体の行事に関
する話題が掲載された。また，奄美諸島
での話題も大きく取り上げられ，「本
土」や沖縄在住の読者には故郷の現況
を，奄美諸島在住の読者には「本土」の
同郷者の活動内容を伝えるメディアとしての役割を担っていた。そうした読者
層を念頭に置いて掲載された広告は，奄美諸島や発行されていた鹿児島の広告
主のみならず，同郷者が多く居住する関西地方の広告主によるものも多く見受
けられた。なかには奄美出身者を対象にした求人広告や社員に奄美出身者が多
数いることを明記した神戸にある企業の広告も存在する（第 5図）。このよう
に，奄美出身者を読者として想定した『奄美』という同郷者メディアは同郷団
体と密接な関係を持ちながら，出身地と移住地双方の読者を対象とした記事構
成で発行されていたのである。
IV 現在における奄美出身者の同郷者メディア
では次に，今なお発行されている同郷者メディアについてみていきたい。関
西地方は「本土」において最も盛んに奄美の同郷団体の活動が認められる地域
の 1つである。現在，この地域には『奄美通信』と『徳之島新聞』という 2
つの同郷者メディアが存在する。本章では両者の事例から奄美の同郷者メディ
第 5 図 『奄美』1980 年 5 月 1
日掲載の広告
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アの現状と特徴を捉えていく。
（1）『奄美通信』
a その概要と記事の構成
現在，2200以上の発行部数を数える『奄美通信』は 1983年に創刊された
『沖洲通信』を前身とする月刊紙である。『沖洲通信』という名称であったこと
からも分かるように創始者は神戸在住の沖永良部島出身者で，創刊からしばら
くは沖永良部島出身者の同郷者メディアとしての性格が強かった。1992年に
は編集発行人を大阪在住の印刷業を営む沖永良部出身者が引き継ぎ，紙名も
『月刊沖えらぶ』に改称された。当時，この月刊紙は「奄美諸島沖永良部島出
身者連絡紙」と位置付けられていた。その後 2001年に『奄美通信』と再度改
称され，現在では沖永良部島関連の話題を中心として奄美諸島全体に関連する
記事が掲載されている。
『奄美通信』を発行する奄美通信社（大阪市旭区）の代表・F 氏は 2002年
度から 2003年度にかけて関西奄美会の会長も務めていた。関西奄美会とは関
西を拠点に活動している奄美出身者の同郷団体のうち，芦屋市以東の団体で構
成された連合会である。傘下の同郷団体は主に大阪と尼崎を拠点とするものが
大半で，2007年 3月現在で 18を数える市町村や島を単位とした同郷団体が
同会の役員名簿に記載されている。『奄美通信』ではこの同郷団体相互のネッ
トワークに基づき，関西奄美会傘下の同郷団体の活動に関する情報が多く扱わ
れている。毎年多くの団体が開催する定期総会や運動会などの比較的大きな行
事だけではなく，同郷団体に属している特定の人を取り上げ，その人のライフ
・ストーリーやインタビューを載せたものも見受けられる。
また，沖永良部出身者の同郷団体に関する情報は関西奄美会傘下の団体に留
まらず，神戸や岡山，さらには東海地方における諸団体の活動についても詳細
にレポートされることが少なくない。特に 50近くの同郷団体が存在する神戸
での沖永良部出身者の活動については，毎月複数の団体に関する記事が掲載さ
れている。同郷団体以外の話題でも，第 6図のように奄美諸島のニュースを
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第 7図 「奄美ファン大集合 717」の
チラシ
第 6図 『奄美通信』2007年 2月号
第 8図 「奄美ファン大集合 717」での奄美物産販売
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扱う記事にも紙幅が割かれ，1面に取り上げられることもある。関西での話題
を中心としながらも，奄美諸島の話題について触れることにも重点が置かれて
いることがわかる。
b エスニック・エンターテイメントとの関わり
白水（2004）はエスニック・メディアとエスニック・エンターテイメント
の深い関係性について指摘したが，同様の指摘が『奄美通信』についても当て
はまる。例えば，2005年 7月 17日に尼崎市内のホールで開催された「奄美
ファン大集合 717」は，奄美通信社の F 氏を実行委員長とするイベントであ
った。奄美通信社自体も共催者であったこのイベントでは関西奄美会や鹿児島
県大阪事務所のほか，奄美諸島の行政関係機関や複数のマスコミも後援者とし
て名を連ねている（第 7図）。また，会場となったホールのロビーでは公演の
間中，関西奄美会傘下の同郷団体による奄美諸島の物産販売が行なわれた（第
8図）。
この日の公演は「ふるさとからの発信」（第 1部），「全国からの発信」（第 2
部），「関西からの発信」（第 3部）の 3部構成であった。まず第 1部では舞台
上に背景として奄美諸島各地の景観の映像が流されながら，奄美諸島で活動し
ている 5 人の歌手による歌謡曲ショーが行なわれた。ここでは奄美に因ん
だ，いわゆるご当地ソングである「奄美歌謡」が選択的に演奏された。そのな
かには奄美から大阪への出郷者をモデルにした歌謡曲も含まれている。続く第
2部は兵庫県内の選挙区を地盤とする代議士であった環境大臣（当時）による
特別講演と，インターバルをはさんで全国的な活動行なっている 2人の奄美
出身歌手による歌謡ショーが行なわれた。前者の講演のテーマは「奄美の世界
自然遺産登録をめざして」というもので，奄美諸島の自然に関する PR ビデ
オの上映に引き続いてなされた。後者は第 1部とは異なり「奄美歌謡」と称
される曲目の演奏はなかったが，「同胞パフォーマー」（白水，2004）である
ことを強調して紹介された。
そして，第 3部では関西奄美民謡芸能保存会という尼崎市内に拠点を置く
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団体による三味線合奏と島唄を皮切りに，関西に在住する 4人の「同胞パフ
ォーマー」による歌謡ショーが行なわれた。奄美観光大使を務めた経験のある
沖縄出身の女性歌手が 1人含まれていたが，他の 3人はいずれも奄美出身の
男性歌手であった（5）。そして最後に，関西奄美会婦人部による「奄美サンサ
ン音頭」という舞踊披露と，客席を巻き込んで「六調」という奄美諸島では宴
席などで興じられる踊りが繰り広げられて終演した。
このように，この日のイベントでは各部にそれぞれ「ふるさと」，「全国」，
「関西」からの発信というテーマが設定され，それらの結節点としてこのイベ
ントは位置付けられていた。実際に「故郷」と日本「本土」を結び付けるもの
として，「同胞パフォーマー」による公演や「エスニック・エンターテイメン
ト」（白水，2004）がプログラムの大半を占めている。加えて，メインの 1つ
にされていた関西が地盤の政治家の特別講演も，奄美について語らせることに
よって同様の役割を有していたといえる。F 氏は実行委員長として中心的にこ
れら演者の招聘を行なっていた。
以上の事例は同郷団体と密接な同郷者メディアによるイベントとして，大変
象徴的である。イベントを通して「奄美」イメージを強調する演目や演出が採
用されていたのである。同様のイベントは 2000年，2002年，2006年にも奄
美通信社と F 氏を中心とする実行委員会の主催で開催され，いずれも奄美の
「同胞パフォーマー」の公演を欠かさず含んでいる。
（2）『徳之島新聞』
奄美諸島全体を対象としている『奄美通信』に対して，徳之島に限定した同
郷者を対象とする『徳之島新聞』が発行されている。こちらは 1970年に徳之
島出身者・M 氏が創刊して以来，徳之島新聞社（大阪市生野区）によって毎
月 10日の発行が継続されている。紙面はタブロイド版で全 4ページの構成で
ある（第 9図）。
1面は徳之島の話題を扱った記事が中心で，主に南海日日新聞や大島新聞な
ど奄美の地方新聞，それに徳之島の 3町の公報に基づく情報が掲載されてい
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る。2 面以降は同郷団体の行事報告
と，個人名が列挙される形で掲載され
る徳之島での慶弔に関する情報を多く
取り上げている。また，『奄美通信』
に比して広告に割かれる紙幅が非常に
目立つ。実際，特定の事業者と年間契
約を結んで毎号の広告掲載と引き換え
に安定的な収入を得るよう試みる努力
がなされている。広告主は大半が関西
で事業を行なう徳之島出身者である
が，一部に徳之島の事業者の広告も見
られる。最も大きな紙幅を占める年間
契約の広告は，徳之島出身者が理事長
を務める医療法人のものである。加え
て，奄美出身の歌手や落語家の公演がある時期にはその告知が臨時の広告とし
て掲載されることもある。また，毎年それぞれ 1月号と 8月号には，関西各
地の徳之島関連の同郷団体による年賀挨拶や暑中見舞いの広告が掲載されてい
る。
『徳之島新聞』は 2000以上の発行部数を有し，北は青森県在住者から南は
沖縄県在住者にまで定期購読者が存在する。その大半は関西在住者で，市町村
別で最も多い神戸市在住者は全定期購読者の 22.6％を占め，次いで大阪市在
住者が 12.5％，尼崎市在住者が 12.4％と続く（6）。購読者の多数が関西在住で
あるにもかかわらず，『徳之島新聞』という名称で徳之島の話題や広告が多く
掲載されていることは，購読者とその「故郷」たる徳之島の結節として位置付
けた紙面構成であることがうかがえる。
現在，取材や編集，そのほか営業など中心的な業務を担っているのは T 氏
である。彼は奄美出身者ではなく，『徳之島新聞』の業務に関わるまで奄美に
関連する同郷団体との付き合いも全く無かったという。彼が『徳之島新聞』に
第 9図 『徳之島新聞』2007年 9月号
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関わるようになった契機は，M 氏の他界によって新聞の存続が危ぶまれた際
である。T 氏は当時，大阪市内にある私立中学校に勤めていたが，その学校の
属する学園の理事長が国会議員で，その秘書をしていたのが M 氏の孫の I
氏（7）であった。このことが縁で 2人は知り合い，『徳之島新聞』の存続のため
に取材や編集を担って欲しいとの I 氏の依頼に承諾したというのが，T 氏の
『徳之島新聞』に関わり始めた経緯である。以降，T 氏は大阪近辺で開催され
る同郷団体の行事に取材のため足繁く通い，多数の徳之島出身者との交流も深
めている。
取材を通して得られた同郷団体の行事に関する予定や結果報告といった情報
を T 氏は『徳之島新聞』を介して発信し，同郷団体活動を側面から支える役
割の一端を担っている。彼は大阪府出身であるが偶然的な経緯を経て，徳之島
出身者やその同郷団体活動に対する親近感を少なからず抱きながら，「共振
者」（広田，2003）として情報発信という間接的な形で奄美出身者の活動に関
わっているのである。
V おわりに
以上，「本土」在住の奄美出身者を主な対象として発行されたメディアを，
代表的なものを事例として扱い，その特性を時系列的に考察してきた。
戦前期のメディアの事例からは当時の奄美出身者が移住地である「本土」で
受けた他者化の経験を映し出す傾向が認められた。加えて，1920年代半ばか
ら 1940年代半ばまでの激動する日本の多数派社会の文脈に絡め取られてい
く，奄美出身者の同郷者メディアが歩んだ過程もうかがえた。奄美出身者とい
う集団が抱える内的要因と外的要因の動態性のなかに同郷者メディアもあった
のである。この傾向は第 2次世界大戦直後の同郷者メディアと同郷団体の関
係性についても指摘できる。
だが，近年の事例では多様な同郷者メディアの特徴をみることができた。引
き続いて同郷団体との密接な関係性は認められたが，同郷者メディアと「同胞
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パフォーマー」との関係性も確認できた。さらには同郷者以外の「共振者」と
奄美出身者を介在する多面的な同郷者メディアの姿も垣間見られたのである。
本稿では出身地と移住地の結節としての適応機能を持ち，多様な移住者コミ
ュニティの文化的様相を照らすエスニック・メディアと多くの共通点を有する
奄美出身者の同郷者メディアの特徴が認められた。これは同郷者メディアが同
郷団体同様に，境界地出身者の構築されたコミュニティの動態を考察する上
で，非常に有意義な可能性を持っていることを示唆しているといえよう。
［付記］
本稿の作成に際し，関西在住の奄美出身者の方々，そして奄美通信社と徳之島新聞
社の皆様には大変お世話になった。この場を借りて，心より御礼申し上げたい。な
お，本文の引用文中には現在使用されていない仮名づかいや不適切とされる表現も含
まれているが，歴史的資料としての意義から原文をそのまま引用した。本研究にあた
っては，2007年度大阪市立大学 G-COE プログラム「文化創造と社会的包摂に向け
た都市の再構築」（拠点番号：E 10）特別研究員研究費の一部を使用した。
註
盧 本稿では，特定の同郷者集団を対象とするメディアを指すものとして，同郷者メ
ディアという語を用いる。
盪 例えば，奄美社（1983）の目次に掲載されている創刊号から 1933年 11月号に
かけての主な 489点の見出し記事のうち，同郷団体関連の記事は 169点にも及
ぶ。
蘯 例えば，『奄美』1930年 10月号には神戸奄美中部会という団体の会誌発行を伝
える広告が掲載されている。
盻 ただし，戦前に存在した支局の存在は確認できない。だが，読者からの寄稿によ
る各地の同郷者の活動に関する記事は戦前に引き続いて掲載されている。
眈 うち 1人の沖永良部島出身歌手は，神戸沖洲会館という沖永良部出身者の共同出
資で建設された同郷団体の拠点で定期的にカラオケ教室を開くなど，同郷者ネッ
トワークの中での活動が大きな比重を占めている歌手である。
眇 筆者の聞き取り調査による。
眄 現在，I 氏は大阪市内のある区選出の大阪府議で，関西における奄美出身の地方
議員で構成する関西奄美振興議員連盟の幹事長でもある。
８３奄美出身者と同郷者メディア
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